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宮城県における現状及び課題等について

〇宮城県におけるR7発注実績は 約１,４３９億円

※物品調達については、物品管理システムによる発注実績

・建設工事・建設関連 約９４６億円 （ １,７９１件）

・物品調達 約 ８０億円 （７３,２９０件）

・役務調達 約４１３億円 （ ７,９７７件）

建設工事等 物品調達 役務調達

83.2%総務部 企画部

環境生活部

保健福祉部
経済商工観光部

農政部

水産林政部土木部

企業局
教育庁
警察本部

９４６
億円

83.2% 83.2%

総務部

復興・危機管理部
企画部

環境生活部
保健福祉部

経済商工観光部

農政部

水産林政部土木部

出納局企業局

教育庁

各種委員会

・議会事務局

警察本部

８０
億円

総務部

復興・危機管理部

企画部
環境生活部

保健福祉部

経済商工観光部

農政部
水産林政部

土木部

出納局
企業局

教育庁

各種委員会

・議会事務局

警察本部

４１３
億円

２

【参考】部局別発注状況【当初契約額】（令和７年度）



宮城県における現状及び課題等について

〇「加速化プラン」で示された目標については、建設工事等では既に達成

〇一方で、役務調達の分野では、更なる取組が必要

本県の現状等
（役務調達）

「加速化プラン」における地方公共団体
の目標（R9末までの実施）

・現状、各所属での判断による運用（※）であ
り、統一的な取扱指針の整備が必要
(※)国の実勢単価による場合や、業者からの
見積もりによる場合など

①発注に当たって作成する予定価格への
最新の実勢価格の反映

・清掃、警備、印刷では導入済み
・それ以外の役務調達での制度導入・活用
が必要

②入札を実施する際の低入札価格調査制
度または最低制限価格制度の活用

・契約書ひな形に「再協議条項」の整備が
必要

③労務費、原材料費、エネルギーコスト
等の上昇へ対応するための体制の整備
及び契約書への明記

・新たな整備が必要④組織内で利用する契約書ひな形への
コンテンツ版バイ・ドール条項の設定

・現状、各所属での判断による運用のため、
統一的な取扱い指針の整備が必要

⑤知的財産権の取扱いに関する受託事業
者への配慮
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宮城県における現状及び課題等について

「加速化プラン」目標①
発注に当たって作成する予定価格への最新の実勢価格の反映

【本県の現状】
〇役務調達のうち、清掃業務、警備業務の一部では、国の「建築保全業務
労務単価」等の客観的指標により予定価格を作成しているが、他の業務
は、事業者から提出される見積り金額のみを参考に積算している事例も
あるなど統一されていない。

【予定価格に最新の実勢価格を反映した場合】
〇例として、清掃業務における労務単価を見ると、ここ数年は９％前後ずつ
上昇しており、他の業務にも適用を拡大した場合、予算額増の影響が見込
まれる。

４

■清掃業務における労務単価の
年度別推移状況



「加速化プラン」目標②
入札を実施する際の低入札価格調査制度または最低制限価格制度の活用

【本県の現状】
〇過度な低入札を抑制・排除することにより、業務の適正な履行を確保
するとともに、従事者の賃金や労働条件の適正化を図るために制定。

〇順次、対象業務を拡大しているが、役務調達全体の約25.7％にとど
まっている。

・平成18年4月～ 清掃業務において低入札価格調査制度導入
・令和 7年 4月～ 警備業務において低入札価格調査制度導入

宮城県における現状及び課題等について

【全ての業務にいずれかの制度を導入した場合の影響】
〇低入札価格調査制度：発注者・応札者双方の事務負担増
○最低制限価格制度：入札不調による契約に至らないケース増が懸念

■役務調達における低入札価格調査制度等の活用状況

５



宮城県における現状及び課題等について

〇県内市町村においても制度導入が進んでおらず、取組に対する支援が必要

総務省・中小企業庁「令和８年度地方公共団体における適切な価格転嫁に向けた取組に係る説明会」（R8.8.6）資料より抜粋

再掲

６



宮城県における現状及び課題等について

〇業界団体からも、取組の推進を求める要望あり

主な要望内容主な団体の名称

〇官公需における物価上昇等を適正に反映した入札の実施
（宮城県商工会議所連合会 R8要望）

宮城県商工会議所
連合会

〇中小・小規模事業者は、エネルギー価格・原材料価格の高騰
や人件費の上昇などにより利益が圧迫され大変厳しい経営環
境にあり、コスト上昇分を価格転嫁できる十分な体制が整っ
ていない
（宮城県商工会連合会 R8エネルギー・原材料価格高騰
等、中東情勢の⾧期化に伴う中小・小規模事業者への
緊急支援に関する要望書）

宮城県商工会
連合会
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宮城県における現状及び課題等について

〇 宮城県の中小企業の価格転嫁に向けた支援の取組

１ 「価格転嫁の円滑化に関する協定」
（１）「価格転嫁の円滑化に関する協定」とは
中小企業の賃上げ環境の整備に向け、東北経産局と
連携し、国・県及び商工労働関係機関による協定を令
和5年5月に締結。
関係機関との連携のもと、価格転嫁の状況に関する
情報収集・発信や国のパートナーシップ構築宣言の普及
促進を図る。

「パートナーシップ構築宣言」とは
・発注企業が取引先企業に対し、「サプライチェーン
全体の共存共栄」等の取組の実施を宣言。
宣言企業名は国の運営するポータルサイトにて公開。

（２）協定締結機関（12機関）
宮城県知事 東北経済産業局⾧ 宮城労働局⾧
東北農政局⾧ 東北運輸局⾧ 東北財務局⾧
宮城県経営者協会会⾧ 仙台経済同友会代表幹事
宮城県商工会議所連合会会⾧
宮城県商工会連合会会⾧
宮城県中小企業団体中央会会⾧
日本労働組合総連合会宮城県連合会会⾧

２ パートナーシップ構築宣言企業
に対する県事業における優遇措置
県の中小企業向け補助金における採択
審査時の加点措置や優先採択、県制度
融資における保証料の割引を実施。

３ 価格転嫁の円滑化に関するセミナー
支援機関や事業者向けに価格転嫁に
関するセミナーを実施。

４ 宮城県価格転嫁支援サポーター
今年6月に「価格転嫁支援サポーター」
制度を創設。
金融機関や商工会・商工会議所の担
当者に価格転嫁支援サポーターとして活
動いただき、企業訪問の際、価格転嫁に
関する支援施策や価格交渉支援ツール
等の情報を提供するとともに、よろず支援
拠点などの相談窓口を紹介。
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